
 

 

 

  

 

令和２年度 重点的に推進すべき施策に関する方針 

 

 最終年度を迎える「新晴れの国おかやま生き活きプラン」（以下「プラン」という。）及

び「おかやま創生総合戦略」（以下「総合戦略」という。）を総合的、効果的に推進するた

め、令和２年度において重点的に推進すべき施策については、次のとおりとする。 

 

１ 基本方針 

  平成３０年７月豪雨災害からの復旧・復興に向け、引き続き全庁一丸となって全力で取

り組むとともに、喫緊の課題である人口減少問題を克服し、本県の持続的発展に向けた

確実な道筋を示すため、プラン及び総合戦略に基づく施策・事業について、時代の潮流の

変化や県民等のニーズを的確に把握し、県が果たすべき役割を明確化した上で、市町村

をはじめ、様々な主体と連携しながら、施策・事業の一層の重点化を図る。 

  これまで進めてきた効果的な事業の検討を一層推進し、成果を重視し、必要性、優先

度を十分勘案した施策・事業を立案するため、ＥＢＰＭ（Evidence-Based Policy Making 

証拠に基づく政策立案）を試行的に実施する。 

 

２ 重点的に推進すべき施策の検討等 

（１）平成３０年７月豪雨災害からの復旧・復興 

   被災者が一日も早く住み慣れた地域で、普段の生活を取り戻し、希望を持って安心

して暮らせる岡山の実現に向けて、令和２年７月で発災後２年となることを念頭に、

被災地の課題やニーズを踏まえた施策・事業を検討する。 

 

（２）新晴れの国おかやま生き活きプランの重点戦略の実行 

   令和２年度は、プランの行動計画期間の最終年度となることから、少年非行率の低

下や刑法犯認知件数の減少、好調な企業誘致による雇用の実現やインバウンドの拡大

など、着実に成果が表れている分野をはじめ、「生き活き岡山」の実現に向けて、  

   教育県岡山の復活 

   地域を支える産業の振興 

   安心で豊かさが実感できる地域の創造 

の３つの重点戦略に係る生き活き指標の達成のため、事業成果を重視し、必要性、優先

度等を十分勘案した実効性の高い施策・事業を検討する。 

 

（３）おかやま創生の推進 

   総合戦略に掲げる４つの基本目標の達成に向けて、自然減対策、社会減対策に一層

注力するとともに、５つの政策テーマ「少子化対策」、「働き方改革」、「若者の還流対

策」、「グローバル対応の推進」及び「おかやま創生を担う人材の育成」について、部

局間連携等により実効性の高い施策・事業を検討する。 
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３ 行政評価結果等の活用 

  重点的に推進すべき施策を検討するに当たっては、行政評価の結果等を活用して既存

事業の分析を行い、目標達成の進捗が芳しくない事項を補填しうるものか否かについて

も考慮する。 

 

４ 効果的な事業の検討 

（１）ニーズの把握、現状と課題の分析に基づく検討 

   過去の例にとらわれることなく、マーケティング重視の観点に立って、市町村や民

間のニーズを的確に把握するとともに、現状と課題の徹底した分析を行い、エビデン

スに基づき県として実施すべき必要性を明確に打ち出し、効果的な事業となるよう検

討する。 

〈検討の視点〉 

・県民満足度調査結果の活用や意識調査の実施により、県民ニーズを的確に把握する。 

・地域経済分析システムを活用するなど、統計手法を活用した分析の実施等により、 

課題解決に向けて事業を最適化する。 

 

（２）先進事例等の検討 

   過去の類似事例はもとより、他の都道府県や海外、民間等の先進・成功事例を収集

し、事業の効果に係る実証分析結果がある場合には、これを参照するなど、費用・効

果の確認、事業の決定等に反映する。 

 

（３）費用対効果による検討 

   事業の妥当性を判断するに当たり、トータルコストを考慮しながら、事業実施によ

り期待される効果を貨幣価値又は指数で比較する費用便益分析や費用効果分析などの

活用による費用対効果の評価について検討する。 

 

（４）事業主体の明確化 

   民間が行うべき事業は民間で、市町村が行うべき事業は市町村で実施し、連携して

取り組む事業については各主体の役割を明確化するほか、市町村や受益者に応分の負

担を求めているかといった観点から考察を進め、県が真に実施すべき事業として充実

した内容となるよう検討する。 

 

５ 国の動向等を踏まえた検討 

国の予算編成の動向はもとより、「経済財政運営と改革の基本方針 2019」や「まち・ひ

と・しごと創生基本方針 2019」等を踏まえ、必要に応じて事業の検討に反映する。 

 

６ ＥＢＰＭの試行的実施 

  施策・事業の立案時に、事業効果に係る実証分析（エビデンス）を参照し、既存の実

証分析が無い場合は、自ら実証分析ができるように施策・事業を立案し、事業実施後に

効果検証を行うことを目指す。 


